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は じ め に 

 

 この「排水設備工事申請等手引書」は，事業者が排水設備工事を

円滑に進めるため，申請書類の記入要領など，事前に確認しておく

べき事項や施工時の留意事項などを取りまとめたものです。 

 従来の手引書から大きな変更点はありませんが，一連の手続きを

行う中で，問い合わせの多い事項についても，その考え方を盛り込

みながらコンパクトに取りまとめました。排水設備の計画確認申請

等の作成に御活用ください。 

 なお，この手引書に記載のないものについては，公益社団法人日

本下水道協会発行の「下水道排水設備指針と解説」を参考としてく

ださい。 
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第１章 排水設備計画確認申請書の申請から完了検査まで 

 

１ 事前の確認事項 

   事前調査及び書類の作成にあたっては，次の事項に留意してください。 

 

 （1） 申請する場所が供用開始されている地域か 

    申請する場所が供用開始されている地域か必ず確認をしてください。 

   供用開始がされていない場所は，原則として公共下水道へは接続するこ   

   とができません。 

 

 （2） 公共汚水ますが設置されているか 

    すでに公共汚水ますが設置されているかどうか必ず現地を確認してく 

   ださい。設置されていない場合は，別途公共汚水ますの設置工事が必要 

   になります。 

 

   ア 市に公共汚水ますの施工を依頼する場合 

     市に施工を依頼する場合は，「排水設備計画確認申請書」1-1 と併せ 

    て「公共汚水ます設置申請書」3-1 の提出が必要になります。（設置す 

    る公共汚水ますは,柏市では原則として一敷地に一つまでです。 

     なお，開発行為等で事業者等が自ら設置しなくてはならない場合を 

    除きます。）申請から竣工まで相当期間（約３ヶ月程度）を要します。 

    国・県道または，近接して複数個の設置を市に申請する場合は，更に 

    日数を要するため余裕をもって申請してください。 

  

   イ 申請者が施工する場合 

     開発行為等や，早期に設置の必要が生じたなどの理由で，申請者が 

    公共汚水ますや下水道本管を設置する場合（いわゆる自己施工）は，   

   「排水設備計画確認申請書」1-1 とは別に，「公共下水道設置申請書」の 

    提出が必要となります。 

     詳細は「公共下水道設置申請及び寄附申請の添付書類及び注意事項 

    について」を確認してから手続きを行ってください。（申請者が施工 

    する場合，工事完了後は，市の検査及び寄附申請の手続きが必要にな 

    ります。） 
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（市の負担で設置する場合）
事例１　Ａ氏所有の土地に，Ａ氏所有の建物が存在し，その後Ｂ氏が建築主の建物を建築する場合

Ａ氏所有　土地
Ａ氏所有

　　　家屋 Ｂ氏所有
　　　建物

（申請者の負担となる場合）
事例２　Ａ氏所有の土地に，Ａ氏所有の建物が存在し，その後Ａ氏が建築主の建物を建築する場合

Ａ氏所有　土地
Ａ氏所有

　　　家屋 Ａ氏所有
　　　家屋

既に市負担で設置した
公共汚水ます（１か所目）

新たに必要になった公共汚水ますは，
申請者の負担で設置していただきます。（２か所目）

土地所有者（A氏）

既に市負担で設置した
公共汚水ます（１か所目）

※新たに必要になった公共汚水ますは，
市負担で設置します。

土地所有者（A氏）

 

 

※ ただし，市の負担で設置する場合でも，７ページ図３の排水設備計画確認 

 申請手続きフロー内に示した受付期限及び処理日数によらない場合は，申請 

 者負担での設置となります。 

  また，土地区画整理事業施行者から保留地(土地区画整理事業により新た 

 に造成した施行者所有地を含む。)を購入した場合も，申請者の負担となり 

 ます。 
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（3） 宅地の中の排水が分流化されているか 

 下水の排除方式は，分流式下水道を採用しているため，宅地内は分流と 

して公共下水道へ接続します。(図１) 

 既存施設で，雨水系統へ接続されている外流し，洗車場，受水槽，ごみ 

置場等の排水は分流化し，公共下水道への接続になります。 

 柏駅周辺の旧合流区域 (図２) は，宅地内は汚水と雨水を分けて配管し，

宅内最終ますで合流させるか，旧合流区域以外と同様にオーバーフローし

た水を道路の側溝または雨水管などに接続してください。なお接続の際は，

道路や雨水管の管理者と協議してください。 

 

図１ 分流式下水道の例 

 

（4） 使用する水が水道水か井戸水か 

   使用する水が水道水の場合，下水道使用料は，水道水の使用水量に応 

  じた金額で賦課されます。井戸水を使用する場合は，一般家庭は世帯数と 

  使用人数に応じた固定料金で賦課します。また，井戸水を使用している事 

  業場等については，その使用量に応じて下水道料金を賦課します。 

   使用料の詳細については，担当部署である料金課に確認してください。 

 

（5） 借入金の希望がある場合 

   くみ取り便所または，浄化槽からの切替工事で水洗便所改造資金借入金 

の希望がある場合は，「排水設備計画確認申請書」1-1 と併せて，「水洗便 

所改造資金借入申請書」4-1 の提出が必要となります。なお，借入金の詳 

細については，担当部署である料金課に確認してください。 
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図２ 柏駅周辺の旧合流区域 
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２ 申請書類の作成 

   申請にあたっては，第２章の申請書記入要領に従い，申請者本人に書類 

  を全て確認してもらい，了解を得た上で申請してください。 

   なお，宅内排水設備については，第３章の宅内排水設備の基準によるほ 

  か，下水道法，柏市下水道条例等関係法令及び関連規格に定める基準を遵 

  守してください。 

 

３ 工事の施工等について 

   「排水設備計画確認決定通知書」の交付後に工事に着手してください。 

   施工は，申請者と日程等の調整を行い，周囲の安全等に配慮して行って 

  ください。工事の騒音等で近隣に影響を及ぼす工事がある場合は，近隣に 

  施工内容等を説明し，理解を求めた上で工事を行ってください。 

 

４ 完了検査について 

   工事完了後，５日以内に工事完了届等の提出及び完了検査の申し込みを 

  行ってください。(柏市下水道条例第６条) 原則として申請者立会いのも 

  とで行います。申請者が立ち会えない場合は，再度日程を調整するか，申 

  請者等に宅地内への立ち入りの承諾を得た上で検査の申し込みを行ってく 

  ださい。（承諾が得られていない場合は検査を行いません。） 

   併せて公共下水道に接続すると下水道使用料の納付が必要になります。 

  完了後，工事完了届と共に「公共下水道使用開始・再開届」2-3 を提出し 

  てください。 

   検査を受けるにあたっては，次の事項について留意し，検査を受けてく 

  ださい。 

   外構工事が未了，若しくは，施工中の場合は原則として検査は行いませ 

  ん。また，竣工図面と完成現場に相違がある場合，検査を中止しますので， 

  現場状況を十分把握して検査申し込みを行ってください。 

 ただし，外構工事の程度によっては検査を実施する場合があります。あ 

らかじめ確認してから検査を受けるようにしてください。 

 なお，上下水道工事の検査を同日に希望する場合は，希望日の前週水曜 

日までに検査の申し込みをしてください。ただし，同日検査の対象は戸建 

て住宅一棟までとします。 
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完了検査の留意事項 

 

ア 検査を受けるにあたっては，汚水ます及び雨水ます（新設，既設）等の 

 状況が確認しやすいように事前に蓋を全て開けておくこと。 

イ 検査に必要なバール，ドライバー及びバケツ等の器具及び補修材料（モ 

 ルタル，接着剤等）は検査当日必ず準備しておくこと。 

ウ 申請内容に変更が生じている場合は，事前に訂正図面を提出すること。 

エ 検査の立会いは原則として責任技術者が立会うこと。都合等で立会いが 

 困難な場合は，現地の状況が判る者が立会うこと。 

オ 検査において再検査となった場合は，速やかに手直しを行い，再検査を 

 受けること。また，訂正図面の提出がある場合は速やかに提出すること。 

カ 検査合格後は排水設備検査済証を貼付するため，あらかじめ貼付する位 

  置を申請者と協議し確定しておくこと。 

 

 

５ 適正な手続きについて  

  排水設備計画確認申請書や工事完了届等を提出せずに着工したり，下水  

 道を使用するなど，柏市下水道条例や規程に違反した場合，排水設備工事店 

 に対して「口頭注意」，「警告」，「指定停止」及び「指定取り消し」の行政処 

 分を行う場合がありますので，適正な手続きを行ってください。 
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６ 排水設備計画確認申請手続きフロー 

工事の依頼

申請地等の現況調査

公共汚水ますの設置を必要とする場合
（市に施工を依頼する場合）

通常の場合 水洗便所改造資金借入金を申込む場合

排水設備計画確認申請書とともに提出 排水設備計画確認申請書とともに提出

「公共汚水ます設置申請書」
3-1 の提出

「排水設備計画確認
申請書」 1-1 の提出

「水洗便所改造資金借入
申請書」 4-1 の提出

（下水道工務課決裁） （給排水課決裁） （料金課決裁）

（工事の設計・公共汚水ます設置
工事の発注）

排水設備計画確認
決定通知書の発行

水洗便所改造資金貸付決定
通知書の発行

（工事着手）

（工事完了） 排水設備工事の着手

工事完了

　　　　　　　　　　　　　　　※５日以内に提出

排水設備工事完了
検査の申し込み

排水設備完了検査の実施

排水設備検査済証の交付 [申請人が提出]

・水洗便所改造資金貸付償還金
  預金口座振替依頼書
・口座振替払申出書
・水洗便所改造資金貸付借用書

公共下水道使用料の賦課

公共下水道供用開始区域の確認

水洗便所改造資金貸付金の振込み

水洗便所改造資金貸付金の償還

※工事の申請から完了まで
3か月程度　(国道，県道は除
く)

・排水設備工事検査願
・排水設備工事完了届
・公共下水道使用開始・再開届
・竣工図面
・水洗便所改造工事完成届
　（貸付を申し込んだ場合のみ）

１．公共汚水桝設置の受付期
限
　　下水道工務課へ確認

２．基本的な処理日数
　(１)県道及び国道以外の開削
    工事
　　　受付してから3か月
　(２)県道及び国道の開削工事
　　　受付してから4か月
　(３)推進工事
　　　受付してから5か月

申請者と排水設備指定工事店との契約

「排水設備計画確認申請書」等の作成

 

 

図３
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第２章  申請書記入要領  

  

 ７ ペ ー ジ の 図 ３ 「 排 水 設 備 計 画 確 認 申 請 手 続 き フ ロ ー 」 を 参 照 の 上 ，  

１０ペー ジ以降 の 記入要領 に従っ て 必要書類 を作成 し 提出して くださ い。  

 必要事 項は， パ ソコン， 手書き ， ゴム印等 を用い て 記入して くださ い。  

 

１  排 水 設 備 計 画 関 係  

 

２  排 水 設 備 工 事 検 査 関 係  

 

 

番号  様式  添付書類 （ 注 意 事 項 ）  掲 載 頁  

1-1 
排 水 設 備 計 画

確 認 申 請 書  

案 内 図  

１ ０ 頁  

設 計 図  

平 面 図  

縦 断 面 図 （ 大 規 模 な 集 合 住 宅 ， 工 場 等 の

場 合 ）  

構 造 物 詳 細 図 （ 排 水 ポ ン プ ， 阻 集 器 ， 排

水 槽 等 が あ る 場 合 ）  

建 築 確 認 済 証 の 写 し （ 新 築 な ど の 建 築 確 認 申 請 が

必 要 な 場 合 ）  

区 域 外 流 入 許 可 書 の 写 し （ 区 域 外 流 入 の 場 合 ）  

1-2 
排 水 設 備 計 画

確 認 中 止 届  
 １ ２ 頁  

番号  様式  添付書類 （ 注 意 事 項 ）  掲 載 頁  

2-1 排 水 設 備 工 事 検 査 願  (工 事 完 了 後 ５ 日 以 内 に 提 出 )  １ ４ 頁  

2-2 排 水 設 備 工 事 完 了 届  
竣 工 図 面 （ 責 任 技 術 者 氏 名 ， 現 地

確 認 日 を 記 入 ）  
１ ６ 頁  

2-3 公 共 下 水 道 使 用 開 始 ・ 再 開 届   １ ８ 頁  
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３  公 共 汚 水 ま す 設 置 関 係  

 

４  水 洗 便 所 改 造 資 金 借 入 関 係  

 （ 水 洗 便 所 改 造 資 金 借 入 関 係 の 内 容 に つ い て は ， ３ ペ ー ジ （ ５ ） に 記 載

の と お り ， 担 当 部 署 で あ る 料 金 課 に 確 認 し て く だ さ い 。）  

 

※ 各 様 式 は ， 柏 市 オ フ ィ シ ャ ル ウ ェ ブ サ イ ト の サ イ ト 内 検 索 【 排 水 設 備 に

つ い て （ 下 水 道 へ の 接 続 工 事 ）】 か ら 取 得 で き ま す の で ， ご 利 用 く だ さ い 。  

 

 

 

番号  様式  添付書類 （ 注 意 事 項 ）  掲 載 頁  

3-1 

 

公 共 汚 水 ま す 設 置

申 請 書  

（ 注 ： 市 に 施 工 を  

依 頼 す る 場 合 ）  

案 内 図  

２ ０ 頁  

平 面 図  

公 共 下 水 道 施 設 設 置 承 諾 書 （ 私 道 上 ま た は

宅 内 に 公 共 汚 水 ま す を 設 置 す る 場 合 に 添 付 ）  

近 隣 住 民 の 同 意 書 （ 県 道 等 で 掘 削 規 制 が か

か っ て い る 場 合 に 添 付 ）  

3-2 
公 共 下 水 道 施 設  

設 置 承 諾 書  

公 図  
２ ２ 頁  

土 地 登 記 簿 謄 本 （ 全 部 事 項 証 明 ）  

番号  様式  添付書類  掲 載 頁  

4-1 
水 洗 便 所 改 造 資 金 借 入  

申 請 書  

申 請 人 の 前 年 度 分 市 税 の 納 税 証 明 書  

２ ４ 頁  

連 帯 保 証 人 の 住 民 票 と 前 年 度 分 市 町

村 税 及 び 特 別 区 民 税 の 納 税 証 明 書  

連 帯 保 証 人 の 前 年 度 分 市 町 村 税 及 び

特 別 区 民 税 の 納 税 証 明 書  

工 事 見 積 書  

4-2 排 水 設 備 工 事 見 積 書   ２ ６ 頁  

4-3 
水 洗 便 所 改 造 資 金 借 入  

取 消 申 請 書  
 ２ ８ 頁  

4-4 水 洗 便 所 改 造 工 事 着 手 届   ３ ０ 頁  

4-5 水 洗 便 所 改 造 工 事 完 成 届   ３ ２ 頁  
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（ 下 水 道 条 例 施 行 規 程 第 ６ 条 第 １ 項 ）記  入  例  

 

 

排 水 設 備 計 画 確 認 申 請 書 

令和れれ平成  令和  〇年  〇月 〇日 

 柏市上下水道事業管理者   あて  

 柏市下水道条例第５条の規定により，次のとおり申請します。   

 ※本申請に関する土地，家屋，排水設備等の利害関係人の承諾を得てから申請し  

 てください。  

申 請 者 

住所  

千葉県柏市柏○丁目○番○号 

氏名 

柏  太 郎                                     

電話 

04(****)**** 

設 置 場 所  柏市柏○丁目○番○号 

工   期  令和 〇年  〇月  〇日  ～  令和  〇年  〇月  〇日 

設 置 区 分 ・新築  ・くみ取り改造 ・浄化槽切替 ・その他（        ） 

公共汚水ますの有無 ・有   ・市施工     ・申請者(自己)施工 

使 用 区 分 ・ 一 般 家 庭 （ 事 業 所 兼 家 庭 含 む ） ・ 事 業 ， 営 業 用  ・ そ の 他

（         ） 

使 用 水 の 区 分 ・水道  ・井戸水     ・併用（主に水道・主に井戸水） 

1 日 平 均 排 水 量      〇〇㎥／日(工場・事業所等の場合) 水道番号 〇〇〇〇〇〇 

借 入 希 望 ・くみ取り貸付（   口）・浄化槽貸付（   口） ・無 

 指 定 工 事 店  

（施工業者） 

（住所）千葉県柏市柏×丁目×番×号 

（商号）××設備工業株式会社 

（代表者氏名）代表取締役 ×× ×× 

（責任技術者名）×× ××     （電話）04(****)**** 

  添付書類    【共通】案内図・平面図（汚水系統・雨水系統）等  【新築等】建築確認済証の写し 

                 【区域外流入】物件設置許可書の写し 【その他】ポンプ施設，受水槽等を設置の場合はその構造図 

１－１ 
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排水設備確認申請書記入要領 

 

１ 排水設備計画確認申請書 

①申請者 

 家屋の所有者又は占有者の氏名，住所，電話番号を記入すること。 

 ※押印，署名は不要です。 

②設置場所 

 排水設備を設置する場所の住所又は土地の表示を記入すること。 

 ※新設の場合は建築確認済証の設置場所を記入してください。 

③工期 

 工事着手予定年月日から完成予定年月日を記入すること。 

④設置区分 

 該当する設置区分に〇すること。その他の場合は，その内容を記入すること。 

⑤公共汚水ますの有無 

 公共汚水ますの設置の状況に〇すること。 

⑥使用区分 

 汚水の使用用途に〇すること。 

⑦使用水の区分 

 使用する汚水区分（水道，井戸水）に〇すること。水道，井戸水を併用する場合は， 

 主にどちらを使用するかに〇すること。 

⑧１日の平均排水量 

 下水道へ排除される排水量（㎥／日）を記入すること。（工場・事業所等の場合） 

⑨水道番号 

 使用する水道水の水道番号を記入すること。 

 共同住宅等複数の水道がある場合は全ての水道番号を記入すること。 

枠内に収まらない場合は，水道番号一覧表を別紙で作成し，「別紙あり」と表記するこ

と。 

⑩借入希望 

 水洗便所改造資金貸付の希望の有無を〇すること。 

⑪指定工事店 

 指定工事店の住所，商号，電話番号，代表者氏名，責任技術者氏名を記入すること。 

 ※押印，署名は不要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１－１ 
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記 入 例 

排水設備計画確認中止届 
 

                    令和  〇年  〇月  〇日  

 

 柏市上下水道事業管理者   あて  

 

 

 

 柏市公共下水道設置等指導事務処理要綱第１１条の規定により，

提出します。 

申 請 者 

住 所 千葉県柏市柏○丁目○番○号 

氏 名 
柏 太 郎 

電 話 04(****)**** 

指定工事店 

（施工業者） 

住  所 千葉県柏市柏○丁目○番○号 

商 号 ××設備工業株式会社 

代表者氏名 
              

代表取締役 ×× ×× 

電 話 04(****)**** 

設置場所  柏市柏○丁目○番○号 

確認年月日  令和  〇年  〇月  〇日 確認番号 〇〇〇〇 

理  由 

 

（この欄には中止の理由を具体的に記入） 

 

 

１－２ 
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 １－２       排水設備計画確認中止届記入要領 

 

１ 排水設備計画確認中止届 

①申請者 

 排水設備計画確認申請書の申請者の氏名，住所，電話番号を記入すること。 

  ※押印，署名は不要です。 

 ②指定工事店 

 指定工事店の住所，商号，代表者氏名，電話番号を記入すること。 

  ※押印，署名は不要です。 

③設置場所 

 設置場所の住所又は土地の表示を記入すること。 

④確認年月日及び番号 

 排水設備計画確認決定通知書の確認年月日及び確認番号を記入すること。 

⑤理由 

 中止の理由を具体的に記入すること。 
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２－１     排水設備工事検査願記入要領 

 

１ 排水設備工事検査願 

①指定番号 

 指定番号を記入すること。 

②指定工事店名 

 指定工事店の商号を記入すること。 

③代表者 

 指定工事店の代表者の氏名を記入すること。 

 ※押印，署名は不要です。 

④申請者氏名 

 排水設備計画確認申請書の申請者の氏名を記入すること。 

⑤設置場所 

 設置場所の住所又は土地の表示を記入すること。 

⑥確認番号 

 排水設備計画確認決定通知書の確認番号を記入すること。 

⑦借入金の有無 

 借入金の有無を記入すること。 

⑧水道番号 

 水道番号を記入すること。 

 水道番号が共同住宅のように複数ある場合は，各戸ごとの水道番号一覧表を別紙で作成し， 

「別紙あり」と表記すること。 

 水道番号一覧表については，下水道への接続の有無を問わず，設置場所にある水道番号を  

 全て書き，水道番号ごとに接続の有無も記載すること。 

 井水使用の場合は「井戸」と表記すること。 
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記 入 例 

排 水 設 備 工 事 完 了 届 
 

令和  〇年  〇月  〇日 

 

 柏市上下水道事業管理者   あて  

 

 柏市下水道条例第６条第 1 項の規定により提出します。  

申 請 者 

住 所 千葉県柏市柏○丁目○番○号 

氏 名 柏 太 郎 

電 話 04(****)**** 

指定工事店 

（施工業者） 

住  所 千葉県柏市柏○丁目○番○号 

商 号 ××設備工業株式会社 

代表者氏名 
              

代表取締役 ×× ×× 

電 話 04(****)**** 

設 置 場 所  柏市柏○丁目○番○号 

設 置 区 分  新 築 ・ 改 造 ・ 浄化槽切替 ・ その他(                 ) 

確認年月日  令和  〇年  〇月  〇日 確認番号 〇〇〇〇 

工事完成年月日  令和  〇年  〇月  〇日 

※工事完成年月日から５日以内に必ず提出してください。 

５日以内に提出されない場合は，行政処分を行う場合があります。 

 

２－２ 
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２－２     排水設備工事完了届記入要領 

 

１ 排水設備工事完了届 

①申請者 

 排水設備計画確認申請書の申請者の氏名，住所，電話番号を記入すること。 

 ※押印，署名は不要です。 

②指定工事店 

 指定工事店の住所，商号，代表者氏名，電話番号を記入すること。 

 ※押印，署名は不要です。 

③設置場所 

 設置場所の住所又は土地の表示を記入すること。 

④設置区分 

  該当する設置区分に〇すること。その他の場合は，その内容を記入すること。 

⑤確認年月日及び番号 

 排水設備計画確認決定通知書の確認年月日及び確認番号を記入すること。 

⑥工事完成年月日 

 工事完成年月日を記入すること。 

 

※提出にあたっては，事前に必ず現地を確認し，竣工図面を添付すること。 

※竣工図面には責任技術者氏名を記入のうえ， 

 工事完成後に現地を確認した確認年月日を記載すること。 
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令和 ＊＊ 年 ＊＊ 月 ＊＊ 日

柏市上下水道事業管理者 宛て

住所
 〒

千葉県柏市柏○丁目○番○号

氏名 柏　太郎 ※ ℡ 04（****）****

柏市

住所
 〒

氏名 印 ℡

1 　水道 （ 水道番号 ＊＊＊＊＊ ）

2 　井戸 （ 水道番号 ） 使用人数 （ 人 ）

3 　併用 （ 水道番号 ） （ 井戸：水道番号 ）

主に使用 ： （ 　水道　・　井戸　 ）

住所 千葉県柏市柏×丁目×番×号 ℡ 04（****）****

名称 責任技術者名 ××　××

※市役所使用欄

－

受
付
印検査予定日

使用区分

１　一般家庭 (事業所兼家庭を含む)
２　事業・営業用
３　一般公衆浴場（公衆浴場営業許可証の写しを添付してください）
４　その他  ※具体的に記入（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

指定排水
工事店 ××設備工業　株式会社

　　代表取締役　××　××

排
水
設
備
担
当
課
記
入

処理区 　旧柏　　　手賀沼　　　江戸川　　

分区

供用開始日

確認年月日

確認番号

（建物の場所）

料金請求先

使用者と異なる
場合に記入

開始・再開日 令和　＊＊　年　＊＊　月　＊＊　日

給水源

　※一般家庭以外の使用者が井戸を利用する場合は，汚水排除量を計量するための量水器（水道メー
ター）を使用者が設置・管理し，設置時のメーター指針の写真を添付してください。

公共下水道使用開始・再開届

　　　公共下水道の使用を（ １ 開始　２ 再開 ）したので，柏市下水道条例第１１条の２の規定により
　　届出します。

使用者

（※）法人の場合は，記名押印してください。法人以外でも，本人（代表者）が手書きしない場合は記名押印してください。

使用場所 
※使用者住所と異なる場合に記入
〒

 

記 入 例 

２－３ 
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２－３ 

公共下水道使用開始・再開届記入要領 

 

１ 公共下水道使用開始・再開届 

①使用者氏名 

 実際に排水設備を使用している者の氏名自署，住所，電話番号を記入すること。 

 ※法人の場合には，押印（代表者印）が必要です。法人以外でも，本人（代表者）が

手書きしない場合は記名押印してください。 

②使用場所 

 使用者住所と異なる場合，排水設備を設置する場所の住所又は土地の表示を記入する

こと。 

③料金請求先 

 使用者と料金請求先が異なる場合，記入すること。 

④開始・再開年月日 

 開始・再開年月日を記入すること。 

⑤給水源 

 汚水区分（水道水・井戸水・併用）を記入すること。 

 (1) 水道水 

   水道番号を記入すること。水道番号が共同住宅のように複数ある場合は，各戸ご

との水道番号一覧表を別紙で作成すること。 

 (2) 井戸水 

   井戸の場合は，水道番号，使用人数を記入すること。 

 (3) 併用 

   主に使用している方に丸を付けること。水道の場合は，水道番号，井戸の場合は

水道番号，使用人数を記入すること。 

  ※一般家庭以外の使用者が井戸を利用する場合は，汚水排除量を計量するための 

   量水器（水道メーター）を使用者が設置のうえ管理し，設置時のメーター指針 

   の写真を添付してください。 

⑥使用区分 

使用区分を選択，記入すること。「３一般公衆浴場」の場合は，公衆浴場営業許可証の

写しを添付すること。 

⑦指定工事店名 

 指定工事店名を記入すること。 

⑧責任技術者名 

 責任技術者名を記入すること。 
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   ※１ 法人の場合には，押印が必要です。 

 

 

記 入 例 

公 共 汚 水 ま す 設 置 申 請 書 

 

                  ＊＊年   ＊＊月   ＊＊日  

 

 柏市上下水道事業管理者   宛て 

 

 「排水設備計画確認申請書」に基づき次のとおり公共汚水ますの設置

について申請します。  

① 申 請 者 
住 所 千葉県柏市柏○丁目○番○号 

氏名（自署）  柏 太 郎           ※１ 

② 設 置 場 所  柏市柏○丁目○番○号 

③公共汚水ますの深さ         ８０ｃｍ 

④関係する工事の状況 

 工 事 の 有 無 施 工 業 者 備 考 

水 道 有 ・ 無 × × 設 備 工 業 連 絡 先 

ガ ス 有 ・ 無 △ △ ガ ス 〃 

Ｎ Ｔ Ｔ 有 ・ 無 ―  

そ の 他 有 ・ 無 ―  

その他特記事項  

※  公共汚水ます設置申請書は排水設備計画確認申請書と併せて提出  

  してください。  

※  私道上または宅内に設置する場合は「公共下水道施設設置承諾書」  

  を添付してください。  

※  関連する工事（水道，ガス等）がある場合には，  

  それぞれの取出し位置が分かる図面を添付してください。  

※  各事業者の復旧範囲の寸法及び面積が記載された舗装の復旧範囲図を 

   添付してください。 

※  公共汚水ますの設置希望位置が分かる，  

  現地にマーキングをした写真を添付してください。  

※  国道，県道に設置する場合は横断図面を添付してください。  

※  県道等において掘削規制がかかっている場合は，近隣住民の同意書を添付 

    してください。 

⑤  指定工事店名  ××設備工業              

 

   責任技術者名  ×× ××  連絡先  ××××××  

 

３－１ 
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３－１ 

公共汚水ます設置申請書記入要領 

１ 公共汚水ます設置申請書（かがみ） 

①申請者 

 家屋の所有者又は占有者の氏名自署，住所の記入をすること。 

  ※法人の場合には，押印（代表者印）が必要です。 

②設置場所 

 排水設備を設置する場所の住所又は土地の表示を記入すること。 

③公共汚水ますの深さ 

 公共汚水ますの深さ（ｃｍ）を記入すること。 

④関係する工事の状況 

 関係する工事の状況（水道・ガス・ＮＴＴ・その他）の有無を記入し，該当する場合 

 はその施工業者を記入すること。 

⑤指定工事店名・責任技術者名 

 指定工事店名・責任技術者名を記入すること。（排水設備計画確認申請書に記載した 

 指定工事店と同一であること。） 

２ 添付書類 

（１）案内図 

 住宅地図等（インターネット上の地図の添付も可）を用いて，申請箇所をわかりやす 

 く表示すること。開発行為，造成等の場合，土地利用計画図を添付すること。 

（２）平面図 

 排水設備計画確認申請書で添付した排水設備の平面図を添付すること。 

（３）公共下水道施設設置承諾書（私道上または宅内に設置する場合に添付） 

  土地所有者等の確認のため，土地登記簿謄本（全部事項証明）と公図を添付すること。 

 (４) 関連する工事がある場合には，それぞれの取出し位置が分かる図面を  

  添付すること。   

 (５) 各事業者の復旧範囲の寸法及び面積が記載された舗装の復旧範囲図を添付すること。 

 (６) 公共汚水ますの設置希望位置が分かる，現地にマーキングをした写真   

  を添付すること。  

 (７) 国道・県道に設置する場合は横断図を添付すること。 

 (８) 県道等において掘削規制がかかっている場合は，近隣住民の同意書を添付すること。 

 ※公共汚水ます設置申請書は排水設備計画確認申請書と併せて提出すること。
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記  入  例  

公共下水道施設設置承諾書  

                   ＊ ＊ 年 ＊ ＊ 月 ＊ ＊ 日  

 柏 市 上 下 水 道 事 業 管 理 者  宛 て  

 

            土 地 所 有 者  

            ① 住 所  千 葉 県 柏 市 柏 ○ ○ 番 地     

            ② 氏 名  柏   太  郎    ㊞   

 

 私 が 所 有 す る 下 記 の 土 地 に ， 管 き ょ ・ 汚 水 ま す ・ マ ン ホ ー ル 等 の 公

共 下 水 道 施 設 を 設 置 す る こ と に つ い て ， 次 の 確 認 事 項 を 含 め て 承 諾 し

ま す 。 な お ， 土 地 所 有 者 に 変 更 が あ っ た 場 合 ， こ の 承 諾 に つ い て 新 所

有 者 に 継 承 致 し ま す 。  

 

【 確 認 事 項 】  

・ 公 共 下 水 道 施 設 の 維 持 管 理 の た め ， 当 該 土 地 に 立 ち 入 る こ と が あ り

ま す 。 ま た ， 市 が 補 修 な ど の 工 事 を 行 な う 必 要 が 生 じ た 場 合 は 協 力 を

お 願 い し ま す 。  

・ 市 に 無 断 で 公 共 下 水 道 施 設 の 移 動 ま た は 撤 去 は で き ま せ ん 。  

・ 無 断 で 移 動 ま た は 撤 去 し た 場 合 や 破 損 さ せ た 場 合 は ， 土 地 所 有 者 の

責 任 で 復 旧 願 い ま す 。  

・ 市 が 当 該 土 地 を 占 用 す る 期 間 は ， 公 共 下 水 道 施 設 の 用 途 を 廃 止 す る

ま で の 期 間 と し ， そ の 占 用 料 は 無 償 と し ま す 。  

 

土 地 の 表 示     柏 市  

【 添 付 書 類 】  

・ 案 内 図 ・ 公 図 原 本 ・ 土 地 登 記 簿 謄 本 原 本 （ 全 部 事 項 証 明 書 ）  

所    在  地    番  

③ 柏 字 ○ ○  ④ ○ ○ 番 地  

  

 

３－２  
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３－２  

 

公 共 下 水 道 施 設 設 置 承 諾 書 記入要領  

 

１  公 共 下 水 道 施 設 設 置 承 諾 書  

 ① 住 所  

 土 地 所 有 者 の 住 所 を 記 入 す る こ と 。  

② 氏 名  

 土 地 所 有 者 の 氏 名 を 記 入 ， 押 印 す る こ と 。  

③ 所 在  

 土 地 の 所 在 を 記 入 す る こ と 。  

④ 地 番  

 土 地 の 地 番 を 記 入 す る こ と 。  

 

※  所 有 者 が 複 数 い る 場 合 は ， 全 て の 所 有 者 か ら 承 諾 を 得 る こ と 。  
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記 入 例 

  
水洗便所改造資金借入申請書 

 

                  ＊＊年   ＊＊月   ＊＊日  

 

 柏市上下水道事業管理者   宛て  

 

 

 柏市水洗便所改造資金貸付条例第６条の規定により，次のとおり申請します。 

① 申 請 者 

住所 千葉県柏市○丁目○番○号 職 業 ○○○○ 

氏名  柏 太 郎      ㊞ 電 話 04(****)**** 

② 連 帯 保 証 人 

住所 千葉県柏市△丁目△番△号 職 業 △△△△ 

氏名  柏 花 子      ㊞ 
電 話 04(****)1111 

③ 施 工 業 者 

（指定工事店） 

住所 千葉県柏市柏×丁目×番×号 

氏名 
××設備工業       

代表取締役 ×× ×× ㊞（   代表者印） 
電 話 04(****)0000 

④浄化槽等確認 

 浄 化 槽    １ 基 ・ く み 取 り 便 所    槽 確 認 

＊＊年＊＊月＊＊日   責任技術者 ×× ××㊞ 

⑤ 貸 付 区 分 くみ取り便所      口  浄化槽      １口 

⑥水洗便所改造場所 千葉県柏市○丁目○番○号 

⑦工事完成予定年月日 ＊＊年＊＊月＊＊日 

⑧ 借 入 申 請 金 額 ＊＊＊＊＊＊円 

添付書類 

ア 申請人：前年度分市税の納税証明書 

イ 連帯保証人：住民票と前年度分市町村税及び特別区民税の納税証明書 

ウ 工事見積書：貸付金を受ける排水設備工事の見積書 

 

４－１ 
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４－１ 

水洗便所改造資金借入申請書記入要領 

 

１ 水洗便所改造資金借入申請書（かがみ） 

①申請者 

 家屋の所有者又は占有者の住所，氏名，職業，電話番号を記入，押印すること。 

②連帯保証人 

 連帯保証人の住所，氏名，職業，電話番号を記入，押印すること。 

③施工業者 

 指定工事店の住所，商号，氏名（代表者），電話番号を記入し，代表者印を押印する 

 こと。 

④浄化槽等確認 

 浄化槽（くみ取り便所）の基（槽）数を確認した日と，確認した責任技術者の氏名を 

 記入，押印すること。 

⑤貸付区分 

 貸付区分（くみ取り便所・浄化槽）に丸印をつけ，口数を記入すること。 

⑥水洗便所改造場所 

 水洗便所改造場所の住所又は土地の表示を記入すること。 

⑦工事完成予定年月日 

 工事完成予定年月日を記入すること。 

⑧借入申請金額 

 借入申請金額（見積金額の１万円未満は切捨て）を記入すること。 

 （くみ取り便所 1口５０万円まで  浄化槽 1口３０万円まで） 

２ 添付書類 

（１）申請人 

 前年度分市税の納税証明書 

（２）連帯保証人 

 住民票と前年度分市町村税及び特別区民税の納税証明書 

（３）工事見積書 

  貸付金を受ける排水設備工事の見積書 

 

 ※ 水洗便所改造資金借入申請書は排水設備計画確認申請書と併せて提出すること。 
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４－２ 

排水設備工事見積書記入要領 

 

１ 排水設備工事見積書 

①工事区分 

 工事区分（くみ取り便所の場合は改造，浄化槽の場合は浄化槽切替）に丸印をつ 

 けること。 

②使用区分 

 使用区分（家庭用・事業用）に丸印をつけること。 

③設置場所 

 排水設備を設置する場所の住所又は土地の表示を記入すること。 

④申請者 

 排水設備計画確認申請書の申請者の氏名自署，住所の記入をすること。 

 ※法人の場合には，押印が必要です。 

⑤工事店 

 指定工事店の住所，商号，代表者名，責任技術者名を記入し，代表者印を押印す 

ること。 

⑥工事内訳 

 工事内訳を記入すること。 
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記 入 例 

第７号様式 

水洗便所改造資金借入取消申請書 

 

年  月  日 

 

 柏市上下水道事業管理者   宛て 

 

                

 

 

 次のとおり申請します。 

① 申 請 者 

住所 千葉県柏市柏○丁目○番○号 

氏名 柏  太 郎      ㊞ 電話 04(****)**** 

②貸 付 区 分 く み 取 り 便 所 
 

③ 借 受 額 ＊＊＊＊＊＊円 

④ 取 消 理 由 （この欄には中止の理由を具体的に記入） 

 

 

４－３ 

  浄 化 槽 
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４－３ 

水洗便所改造資金借入取消申請書記入要領 

 

１ 水洗便所改造資金借入取消申請書 

①申請者 

 水洗便所改造資金借入申請書の申請者の住所，氏名，電話番号を記入，押印すること。 

②貸付区分 

 貸付区分（くみ取り便所・浄化槽）に丸印をつけること。 

③借受額 

 借受額を記入すること。 

④取消理由 

 取消理由を具体的に記入すること。 
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記 入 例 

第３号様式（第８条） 

 

水洗便所改造工事着手届 

 

＊＊年＊＊月＊＊日 

 

 柏市上下水道事業管理者   宛て 

 

 

 

 

 柏市水洗便所改造資金貸付条例第８条の規定により提出します。  

①届 出 人 

住所 千葉県柏市柏○丁目○番○号 

氏名 
柏  太 郎     ㊞ 

電話 
04(****)**** 

②工事着手年月日   ＊＊年  ＊＊月  ＊＊日 

③工 事 区 分 くみ取り便所 
 

④工事施工場所 千葉県柏市柏○丁目○番○号 

⑤施 工 業 者 

（指定工事店） 

住所 千葉県柏市柏×丁目×番×号 

氏名 

 ××設備工業 

 代表取締役 ×× ×× ㊞（代表者印） 

電話 04(****)0000 

⑥貸付決定通知年月日及び番号  ＊＊年  ＊＊月  ＊＊日 第＊＊＊＊号 

 

 

４－４ 

浄 化 槽 
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４－４ 

水洗便所改造工事着手届記入要領 

 

１ 水洗便所改造工事着手届 

①届出人 

 水洗便所改造資金借入申請書の申請者の住所，氏名，電話番号を記入，押印すること。

②工事着手年月日 

 工事着手年月日を記入すること。 

③工事区分 

 工事区分（くみ取り便所・浄化槽）に丸印をつけること。 

④工事施工場所 

 水洗便所改造工事施工場所の住所又は土地の表示を記入すること。 

⑤施工業者（指定工事店） 

 指定工事店の住所，商号，氏名（代表者），電話番号を記入し，代表者印を押印する 

 こと。 

⑥貸付決定通知年月日及び番号 

 貸付決定通知年月日及び番号を記入すること。 
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記 入 例 

第４号様式（第８条） 

 

水洗便所改造工事完成届 

 

＊＊年＊＊月＊＊日 

 

 

 柏市上下水道事業管理者   宛て 

 

 

 

 

 柏市水洗便所改造資金貸付条例第８条の規定により提出します。  

①届 出 人 

住所 千葉県柏市柏○丁目○番○号 

氏名 
柏  太 郎     ㊞ 

電話 
04(****)**** 

②工事完成年月日   ＊＊年  ＊＊月  ＊＊日 

③工 事 区 分 くみ取り便所 
 

④工事施工場所 千葉県柏市柏○丁目○番○号 

⑤施 工 業 者 

（指定工事店） 

住所 千葉県柏市柏×丁目×番×号 

氏名 

 ××設備工業       

 代表取締役 ×× ×× ㊞（代表者印） 

電話 04(****)0000 

⑥貸付決定通知年月日及び番号  ＊＊年  ＊＊月  ＊＊日 第＊＊＊＊号 

 

４－５ 

浄 化 槽 
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４－５ 

水洗便所改造工事完成届記入要領 

 

１ 水洗便所改造工事完成届 

①届出人 

 水洗便所改造資金借入申請書の申請者の住所，氏名，電話番号を記入，押印すること。

②工事完成年月日 

 工事完成年月日を記入すること。 

③工事区分 

 工事区分（くみ取り便所・浄化槽）に丸印をつけること。 

④工事施工場所 

 水洗便所改造工事施工場所の住所又は土地の表示を記入すること。 

⑤施工業者（指定工事店） 

 指定工事店の住所，商号，氏名（代表者），電話番号を記入し，代表者印を押印する 

 こと。 

⑥貸付決定通知年月日及び番号 

 貸付決定通知年月日及び番号を記入すること。 
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 第３章 宅内排水設備の設計及び施工に関する留意点について 

 

 排水設備の構造基準は，下水道法施行令第 8 条及び柏市下水道条例施行規程

第 5条の他，関連法令の規定を順守しなければならない。 

 

１ 宅内排水設備 

 (1) 排水管 

  ア 排除方式は分流式とし，既存の公共汚水ますが設置してあればそこへ 

   排水するよう計画する。なお，維持管理を考慮して，できるだけ建物， 

   池，樹木の下を避ける。 

  イ 屋内排水設備の経路は，し尿汚水，雑排水はそれぞれ別系統とし，屋 

   外排水管のますに接続させる。 

  ウ 排水管は自然流下方式とし，配管の内径及びこう配は，表１を標準    

   とする。ただし，工場，事業場，商業ビル及び集合住宅等の場合，流量 

   に応じて管径及びこう配を定める。なお，自然流下により排出できない 

   場合は，排水ポンプでくみ上げて排出する。ポンプによる排水は，原則 

   として自然流下の排水系統に排出する。 

 

 表１(柏市下水道条例第 3条 4号) 

区分 排水管の内径 こう配 

汚水のみを排除する排水管 排水人口が150人未満のとき 100ミリメートル以上 100分の2以上 

排水人口が150人以上300人

未満のとき 

150ミリメートル以上 100分の1.7以上 

排水人口が300人以上600人

未満のとき 

200ミリメートル以上 100分の1.5以上 

排水人口が600人以上のとき 250ミリメートル以上 100分の1.3以上 

雨水又は雨水を含む下水を

排除する排水管 

排水面積が200平方メートル

未満のとき 

100ミリメートル以上 100分の2以上 

排水面積が200平方メートル

以上600平方メートル未満の

とき 

150ミリメートル以上 100分の1.5以上 

排水面積が600平方メートル

以上のとき 

200ミリメートル以上 100分の1.3以上 

※ ただし，一の建築物又は敷地から排除される下水の一部を排除すべき排水管で延長が 

  3ｍ以下のものの内径は，75ミリメートル以上とする事ができる。 
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  エ 自然流下の流速は 0.6～1.5ｍ/s の範囲とする。やむを得ない場合は， 

   最大流速 3.0ｍ/sとする事が出来る。(資料１ 流量表 ５５ページ参照) 

  オ 排水管の延長は内径又は内のり幅の 120倍を超えない範囲とする。 

   （例：内径 100mmの管の場合 12ｍ以内。） 

  カ 使用材料は荷重，維持管理を考慮し，硬質塩化ビニール管，鉄筋コン 

   クリート管等を使用する。 

  キ 雨水管と汚水管は，上下へ並行することを避け，交差する場合は，汚 

   水管を下にする。また，雨水管と汚水管が並行する場合は原則汚水管を 

   建物側とする。 

  ク 排水管の土被りは，公道内で 65㎝以上，私道では 45㎝以上，宅地内 

   では 20㎝以上を基準とする。なお，露出管又は特別な荷重がかかる場 

   所などは，これに耐え得る管種を選定するか防護を施さなければならな 

   い。 

 (2) 汚水ます 

   ますの配置，材質，大きさ，構造等の設計は，次の各項によらなければ 

   ならない。 

  ア ますの設置箇所 

   (ァ) 排水管の起点，会合点及び屈折点。 

   (ィ) 排水管の管種，管径及びこう配の変化する箇所。 

   (ゥ) 便所からの汚水が上流へ逆流することを防止するため，下流に対 

     し鈍角に合流するようにますを下流に設置する。このような設置が 

         できない場合は，ますにおける落差をもうけること。 

  イ ますは硬質塩化ビニル製(JSWAS K-7)，ポリプロピレン製(JASWAS K- 

   8)，鉄筋コンクリート製等の不透水性で耐久性があるものとする。 

       

      汚水ます                雨水ます    

 

 図 1 宅内ますの例 

硬質塩化ビニル製ます(JSWAS K—7) 
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ポリプロピレン製ます(JSWAS K—8)    

 

図１－１ プラスチック製ますの例 

 

図１－２ 鉄筋コンクリートますの例(既製ブロック使用) 

 

  ウ ますの内径又は内のりは表２の規定に定めるところによるもの    

   とし，堅固で耐久性及び耐震性のある構造とする。 

   

  表２(柏市下水道条例施行規程第５条５号) 

ますの深さ コンクリート製及びポリプロピレン

製ますの内径又は内のり 

硬質塩化ビニルその他のますの

内径又は内のり 

300ミリメートル以上700ミリメ

ートル未満 

300ミリメートル以上 150ミリメートル以上 

700ミリメートル以上900ミリメ

ートル未満 

350ミリメートル以上 

900ミリメートル以上 400ミリメートル以上 200ミリメートル以上 

                  



 

- 37 - 

 

 

  エ ますの蓋は，堅固で耐久性のある材質とする。汚水ますは，臭気防止 

   のため密閉することができる蓋とし，雨水の浸入を防止する構造とする。 

   (特に，車両が通行する箇所については，鋳鉄蓋等を使用することが望 

   ましい。) 

  オ 鉄筋コンクリート製の汚水ますの底部にはインバートを設ける。ます 

   の上流側管底と下流側管底との間には，原則として 2cm程度の落差を設 

   ける。 

    また，最終雨水ますの底部には深さ 15cm 以上の泥だめを設る。なお， 

   小型の雨水ますは，泥だめ部に溜まった土砂を容易に取り除けるような 

   構造とすること。 

 

 （3） 特殊ます・掃除口 

  ますの設置位置，排水の形状，その他の原因により，排水設備又は下水道 

 の排除機能保持，施設保全等に支障をきたすおそれのあるときは，特殊ます 

 を設ける。 

  ア ドロップます・底部有孔ます（図２－１及び図２－２参照） 

   上流,下流の排水管の落差が大きい場合は，ドロップます，若しくは底 

   部有孔ますを使用する。また地形等の関係で，底部有孔ますが使用でき 

   ない場合は，露出配管（図２－３参照）としてもよい。 

   

 

   硬質塩化ビニル製            ポリプロピレン製  

 
図２－１ ドロップますの例 



 

- 38 - 

 

              

図２－２ 底部有孔ますの例 

 

 

注 露出配管は道路に突き出さないように施工する 

図２－３  露出配管の例(底部有孔ますが使用できない場合) 

 

  イ トラップます（図２－４，図２－５参照） 

    悪臭防止のためには，器具トラップの設置を原則とするが，次に該当 

   する場合は，トラップますを設置する。なお，便所からの排水管は，ト 

   ラップますのトラップに接続してはならない。 

   (ァ) 既設の衛生器具等にトラップの取付けが技術的に困難な場合。 

   (ィ) 食堂，生鮮食料品取扱所等において，残さ物が下水に混入し，排 

     水設備又は公共下水道へ支障をきたすおそれがある場合。 

    (ゥ) 雨水排水系統のます又は開渠部分からの臭気の発散を防止する場 

     合。 

    

バンド 

VP 管，鋼管など使用すること 

バンド 
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   トラップますを設置する場合は次の事項に注意する。 

  ・トラップの口径は 75mm以上，封水深さは 5cm以上 10cm以下とする。 

  ・二重のトラップとしてはならない。（器具トラップを有する排水管はト 

   ラップますのトラップ部に接続しない） 

  ・トラップを有する排水管の管路延長は，排水管の管径の６０倍を超えて 

   はならない。 

  ・トラップは硬質塩化ビニル製の堅固なものとし，肉厚は管類の規格に適 

   合するものとする。 

 

図２－４ プラスチック製トラップますの設置例と外観図 

         

     鉄筋コンクリート製           ポリプロピレン製 

              

注 1  内径及び内のり(D)は３０ｃｍ以上とする。 

注 2  泥だめ(H)は１５ｃｍ以上とする。 

図２－５ 外流し １L形トラップ桝の例 

 ウ 分離ます（図３参照） 

  固形物，油脂，土砂，その他排水機能を著しく妨げ，又は排水管等を損傷 

  するおそれのある物質を含む下水を公共下水道へ排水する場合は，下水道 

  の使用者は分離ますを設けなければならない。 

   また，分離ます(阻集器)は，し尿を含まない雑排水のますとして設置し， 

  便所からの排水が分離ます(阻集器)に逆流しないようにする。 
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図３ 分離ますの例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 分離ますの設計例 

(設置例) 

 残さ物が下水に混入する場合，残さ物が発生する下水の排水管の起点に設置する。 

油分の多いものは，油分の性状にあったグリス阻集器等を設置しなくてはならない。 

 

 

 エ 掃除口 (図５参照) 

  掃除口は，起点のます以外で敷地利用の関係上，排水管の点検掃除のため  

  に会合点や屈折点にますを設置できない場合に設けていたが，一般に掃除口 

 では管内の点検が困難で下流方向へ向かっての掃除しか出来ないという欠点 

 もある。このため，掃除口の使用は極力避けることが望ましい。 

 やむを得ず掃除口を設置する場合，その形状及び構造は，日本下水道協会  

 「下水道排水設備指針と解説」による。 

   

 

 

    

 

店舗（軽食・生鮮食品取所等） Ｕ字側溝 

調理場 
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  (ァ) 掃除口の形状 

   掃除口は，排水管の流れと反対方向又は直角方向に開口するように 45° 

   Ｙ，直管及び 45°エルボを組み合わせ，垂直に対して 45°の角度で管頂よ 

  り立ち上げる。 

 

図５ 掃除口 

 （4） その他の留意事項 

   ア 浄化槽及びくみ取り便所の処理 

    浄化槽及びくみ取り便所は，後日，衛生上の問題や，雨水等が溜まる   

     ことがないように，次のことに留意し適正に処理すること。 

    (ァ) 浄化槽及びくみ取り便所は，し尿等を完全にくみ取り，清掃，消 

     毒したのち原則撤去しなければならない。また，汚泥及び清掃の排 

         水を公共汚水ますに流してはならない。 

    (ィ) 浄化槽及びくみ取り便所の撤去に伴う，残材等の処分については， 

         廃棄物の処理及び清掃に関する法律等に基づき適正に処分すること。 

      また，浄化槽の使用を廃止した場合は当該浄化槽を廃止した日か 

         ら 30日以内に届け出が必要です。(浄化槽法第 11条の 3) 詳しくは 

     環境部環境政策課と協議すること。 

  イ 床下集中排水システム（排水ヘッダー） 

   床下集中排水システムを設置する場合は，排水設備計画確認申請書に 

   排水ヘッダーの構造等に関する仕様が確認できる書類を添付すること。 

  ウ 屋外排水設備の取り扱い 

    (ァ) 外流し(図６参照) 

    排水設備を設置し，汚水系統へ接続すること。（泥だめ付きのます及  

    び防臭装置を設けること） 
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図６ 外流しの設置例 

 

   (ィ) ごみ集積場の排水(図７参照) 

    給水設備がある場合は，排水設備を設置し，汚水系統へ接続すること。 

   （泥だめ付きのます及び防臭装置を設けること） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７ ごみ集積場の設置例(排水がある場合) 

 

※ 外流しの排水は，内径又は内のり３０ｃｍ以上の 

  泥だめ付の汚水ます（１Ｌ形トラップます）に 

  接続することを原則とする。 

  泥だめの深さは１５ｃｍ以上を原則とする。 

  

 

※ ごみ置場に屋根等がなく，雨水が流入する恐れがある場合は，排水口に密閉蓋を使用するなど，雨水が流入しないようにする。 

（２）断面図（A-A`） 

（１）平面図 

※泥だめの深さは１５㎝以上とする。 
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  (ゥ) 受水槽 

    ドレン排水及びオーバーフロー水とも汚水系統へ接続すること。 

  (ェ) 潜熱回収型ガス給湯器 

    ドレン排水は，「生活・事業に起因する排水」であり，下水道法２条 

   における「汚水」にあたるため，汚水系統への接続を原則とする。 

    ただし，以下の要件をすべて満たしたものは例外として雨水系統への 

   排出を認めるものとする。  

    ・主として家庭用の給湯及び暖房に使用される潜熱回収機能を有する 

     「潜熱回収ガス型給湯器」で，一般財団法人日本ガス機器 

   検査協会(JIA)の認証機器であり「ガス機器認証マーク」を 

   有するもの。                    ガス機器認証マーク 

   ・汚水系統の排水設備の設置及び汚水設備への排出が困難な場合。 

   ・ドレン排水を直接地先の側溝やベランダ，共通通路等に排水する場合 

   は，飛散，溢水防止の処置が講じてあること。 

   ・側溝，集水ますに滞留する水に起因する害虫が発生しないような配慮 

   がされていること。また，近隣住民とのトラブルの原因とならないよう 

   万全を期すこと。 

   ・ドレン排水の状況などの点検・確認に支障がないこと。 

   ・ドレン排水の排水先を雨水の縦管に直接接合する場合，潜熱回収型ガ 

   ス給湯器内への溢水の防止がなされていること。 

                  

２ 阻集器 

  油脂類，ガソリン，土砂その他下水道施設の機能を著しく妨げ，又は排水 

  管等を損傷するおそれのある物質あるいは危険な物質を含む下水を公共下水  

 道に排水する場合は，阻集器を設けなければならない。 

  

（1） 阻集器の例 

  ア グリース阻集器（使用例：飲食業等のちゅう房から油脂類を含む排 

   水，工場等の機械油等を含む排水など) 
  イ オイル阻集器（使用例：ガソリンスタンド，可燃性溶剤等を製造，  
   使用する工場等からの排水) 
  ウ 砂阻集器及びセメント阻集器（使用例：セメントや泥，砂等を取り 
   扱う工場等からの排水） 
  エ 毛髪阻集器（使用例：理髪店，プール，公衆浴場等の洗髪器等から 
   の排水） 
  オ 繊維くず阻集器（使用例：営業用の洗濯施設，コインランドリー等， 
   糸屑や 布屑等を含む排水） 
  カ プラスタ阻集器（使用例：外科ギプス室や歯科技工室からの排水） 
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（2） 阻集器の維持管理 

  ア 阻集器に蓄積したグリス，可燃性廃液等の浮遊物，土砂，その他の 

   沈殿物は，定期的に（通常，週１回程度）に除去してください。 

  イ 阻集器から除去したごみ，汚泥，廃油等の処分は廃棄物の処理及び 

   清掃に関する法律等によらなければならない。ただし，再利用する場 

   合はこの限りではない。 

 

３ 排水槽 

   地階の排水又は低位の排水が，自然流下によって直接下水道に排水でき 

  ない場合は，排水槽を設置して排水を一時貯留し，排水ポンプでくみ上げ 

て排出する。なお，排水槽を設置する場合は，下水道法施行令第８条に従 

い臭気の発散しない構造としなくてはならない。 

 

４ 間接排水 

   排水系統の不測の事故に備え，食品関係機器，医療機器，空調機器等， 

  衛生上，直接排水管に接続しては好ましくない機器の排水は間接排水とし 

  なくてはならない。 

   これらを取り扱う機器からの排水や飲料水を使用する機器からの排水は， 

  排水管と直結して排出することはせず，一度，大気中に開放して所要の排 

  水空間を設け，間接排水用の水受け容器に排出する。  

 

５ 工場・事業場排水 

   下水道法では，次にあげる下水を排除して公共下水道を使用するものに 

  対して，排除を制限し，あるいは除害施設の設置を義務付けている。 

  ・下水道施設の機能を妨げ又は施設を損傷するおそれのある下水。 

  ・公共下水道からの放流水の水質を下水道法第８条に規定する技術上の基 

   準に適合させることが困難な下水。 

   これらに該当する工場，事業場は除害施設若しくは特定事業場を対象と 

  した「特定施設設置届出書」の提出(下水道法第 12条 3)が必要となり，定 

  常的に水質の管理を行わなくてはならない。 

   工場，事業場排水の計画に当たっての留意事項を次に示す。 

 （1） 事前調査 

   工場，事業場排水の計画に当たっては，次の項目について事前に調査を 

  行う。 

   ア 工場，事業場排水の規模及び操業形態。（生産工程，施設の種類， 

    使用する原料，薬品の種類及び量など） 

   イ 廃水の発生量（日平均，日最大，時間最大等の把握）及び水質。 

   ウ 廃水量の低減及び水質改善。（生産工程の変更や使用原料の変更若  
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    しくは減量の検討など） 

   エ 処理水の再利用及び回収。（汚泥中の銅，クロム等の有価物の回収 

    の検討など） 

 （2） 排水系統 

   排水は発生施設別又は作業工程別に発生量，水質を把握し，処理方法等 

  によって排水系統を定める。 

 （3） 処理方法，処理方式 

   排水の処理方法の選定にあたっては，次の点に留意し，水質及び廃水量 

  に適した方法を選定する。また，処理方式は原則自動処理方式とする。 

   ア 処理効果が高いこと。 

   イ 維持管理が容易であること。 

   ウ 建設費及び維持管理費が安価なこと。 

   エ 設置（据付）面積が小さいこと。 

   オ 汚泥の発生量が少なく，処理処分が容易であること。 

 

 （4） 工場・事業場排水の例 

   自動式車両洗浄施設等を設置する給油所の除害施設(油水分離槽等)の設 

  計例 

   ア 対象となる施設 

    ①自動式車両洗浄施設を有する事業場 

    ②給油所 

    ③自動車の整備又は修理を行う事業場 

    ④その他，消防法の規定による危険物(水溶性のものを除く)を取り扱 

     い及び貯蔵を行う事業場であって，当該危険物が事業場から排除さ 

     れる下水中に混入する恐れのある場合。 

   イ 排水の性状 

    排水に油類を含み遊離状であるもの。なお，乳濁液の状態であるもの 

    は，他の処理方法を選択するものとする。 

    ウ 除害施設(油水分離槽等)に導入すべき排水 (分流式の場合) 

     ①洗車等の洗浄排水 (汚水系統) 

     ②工場内の床洗浄排水 (汚水系統) 

    ③油汚染のある屋外部分の排水 (汚水系統) 

    ④リフト室からの排水及び他の含油排水 (汚水系統) 

   エ 設置にあたっての留意点 

    ①油水分離槽には屋根雨水や生活排水が流入しないように，屋根を大 

     きくするなど，油で汚れた床に雨水が降らないようにする。 

    ②油水分離槽は，途中からの排水流入を防ぐため地面より立ち上がら 

     せるか，周囲に導入溝を設ける。 
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    ③油水分離槽は蓋をし，降雨の影響を受けないようにする。 

    ④浮上分離した油分が再び水中に拡散するのを防止するため，各槽に    

     落差をつけない。 

    ⑤連通管内には，油スカム等により管が閉塞を起こすことがあるので， 

     内部を清掃できるように，連通管の開口部には脱着できる蓋を設置  

     する。 

    ⑥吸着材充填容器にパッキングをつけ，周囲の隙間から排水が流出し 

     ないようにする。又，吸着材充填容器は取り外しが容易に行える構 

     造とする。 

    ⑦土砂の多い排水の場合は，油水分離槽の前に沈殿槽を設置する。 

 

６ ディスポーザ 

   ディスポーザ処理システムを設置する場合は，排水設備計画確認申請書 

  と併せて，維持管理計画書等の届出等が必要となります。 

   詳しくは，「ディスポーザ排水処理システム申請等手引書」を参照して 

  ください。 

 

（1） 設置を認めているディスポーザ 

  ア 公益社団法人日本下水道協会の定める「下水道のためのディスポーザ 

   排水処理システム性能基準(案)(平成 25年 3月改定版)」に適合し，協会 

     の製品認証を受けたもの。 

  イ 上記のディスポーザ処理システムについて，設置後，適正に維持管理 

   ができるもの。なお，排水処理部が設置されていない，単体ディスポー 

     ザに関しては，下水道管渠，終末処理場への影響が大きいことから設置 

     できません。 
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第４章 設計図の作成 

(１) 一般事項 

ア 案内図 

(1) 住宅地図等(既存の地図やインターネットからダウンロードした地図の添 

  付も可)を用いて，申請箇所をわかりやすく表示する。 

(2) 開発行為，造成等の場合，土地利用計画図を添付する。 

 

イ 平面図 

(1) 平面図の縮尺は 1/100以上（用紙はＡ４，若しくはＡ３サイズに集約 ） 

  を標準とし，団地，ビル，工場等のように広大な敷地を有するものにつ 

  いては，必要に応じてこれより小さい縮尺としてもよい。 

(2) 平面図には，建物の間取，方位，排水器具，汚水系統図，雨水系統図等 

  を必ず記載する。 

(3) 平面図には申請者氏名，設置場所，指定工事店名を記入する。 

 

ウ 縦断面図 

(1) 縦断面図の縮尺は縦 1/100以上，横 1/200～1/600を標準とし，平面図の 

  縮尺に合わせる。 

(2) 一般住宅については，縦断面図を省略できる。ただし，集合住宅，工場 

  等，大規模な施設等については提出するものとする。 

 

エ 構造物詳細図 

(1) ポンプ，阻集器，排水槽等がある場合は，その機能，性能が分かる構造 

  物詳細図等を添付する。 

 

オ その他 

(1) ３階以上の建築物 

  排水設備が複数階にある場合は１階の平面図に屋外，屋内の排水設備を 

  含めて作成し，２階以上は，配管計画が異なるごとにその代表的な階の 

  平面図を作成する。 

  地下がある場合は，最深階の排水槽，排水ポンプを含めた平面図を作成 

  する。 

(2) 集合住宅 

  集合住宅の場合は全体の平面図（建物等配置図）及び各棟ごとの１階の 

平面図を作成する。 
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(２) 設計図の基本事項 

 

ア 設計図記載数値 

 記載値の単位及び端数処理は，次のとおりとする。 

種   別 単 位 記 入 数 値 記 載 例 

管路延長 ｍ 小数点以下 2位まで 8.55 

マンホール，ますの寸法 ｃｍ  30 

管径(呼び径) ｍｍ  200 

管のこう配  小数点以下 1位まで 2.0/100 

マンホール，ますの深さ ｃｍ  50 

ますの天端高 ｃｍ  (-30) 

 

注１ 記入数値の直近下位の端数を四捨五入する。 

 ２ 管路延長は小数点以下 2位を 0か 5にまるめる。(二捨三入，七捨八入) 

 

イ 設計図の記号 

  設計図の記号は表１の例による。 

 

ウ 平面図の記載方法 

  平面図の記載は表２の例による。 

 

エ 平面図 

  平面図は図１の例による。 

 

オ 縦断面図 

  縦断面図は図２の例による。 
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表 1 設計図の記号の例 

 
注 既設のます等は破線で表示する。 
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表２ 平面図の記載方法の例 
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資料 １ 
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《お問い合わせ》  

 〒 277-0025 

  柏市千代田１丁目２番３２号  

  柏市  上下水道局  給排水課  

    ０４－７１６７－１４３４  

 

 


